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(注) １ 第15期第１四半期連結累計期間は四半期連結財務諸表を作成しているため、前第１四半期累計期間に代え

て前第１四半期連結累計期間について記載しております。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４ 第16期第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平

成22年６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

４号 平成22年６月30日）を適用しております。 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストッ

ク・オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプシ

ョンの公正な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。 

なお、前第１四半期連結累計期間においては、これらの会計基準等の改正に伴う影響はありません。 

  

  

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期

第１四半期連結 
累計期間

第16期
第１四半期 
累計期間

第15期

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日 
至  平成23年12月31日

自  平成22年10月１日
至  平成23年９月30日

売上高 (百万円) 1,788 1,940 7,032

経常利益 (百万円) 291 347 931

四半期(当期)純利益 (百万円) 190 189 547

持分法を適用した 
場合の投資利益

(百万円) ─ ─ ─

資本金 (百万円) 1,576 1,576 1,576

発行済株式総数 (株) 47,532 47,532 47,532

純資産額 (百万円) 5,399 5,883 5,768

総資産額 (百万円) 17,926 18,416 18,323

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) 4,193.99 4,175.38 12,044.92

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) 4,173.78 4,163.41 11,997.06

１株当たり配当額 (円) ─ ─ 1,200

自己資本比率 (％) 30.0 31.7 31.3

２ 【事業の内容】
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当第１四半期累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。  

  

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期累計期間（自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日）における我が国の経済は、東日本大震

災の復興需要の顕在化により持ち直しの動きが続いているものの、欧州ソブリン問題・長期的な円高の影響などか

らそのペースは緩やかになっております。 

当社の属する駐車場業界は、復興需要が顕在化の動きを見せる中で着実な回復を見せております。  

このような中で、当社は新たに仙台営業所を開設するなど、引き続き積極的な営業活動を行い、駐車場の新規開

設を進めました。また、ほぼ１年ぶりに青森市にて、駐車場用地を取得しました。 

その結果、当第１四半期累計期間においては44件508車室の新規開設、16件197車室の解約があり28件311車室の

純増となり、12月末現在947件13,761車室が稼働しております。 

以上により、当第１四半期累計期間の売上高は1,940百万円、営業利益420百万円、経常利益347百万円、四半期

純利益189百万円を計上いたしました。 

今後につきましては、引き続き積極的な新規開設営業を展開し、車室数の増加及び不採算事業地の見直し及び駐

車場料金の適正化を進め、収益性の向上を図ってまいります。 

  

当社の具体的な駐車場形態毎の状況は以下のとおりであります。 

（賃借駐車場） 

当第１四半期累計期間においては27件298車室の純増となり、12月末現在においては847件10,196車室が稼働して

おります。車室数の純増では前年（44件562車室）を下回りましたが、主に既存駐車場の売上が堅調に推移したこと

により、当第１四半期累計期間の売上高は1,526百万円となりました。 

（保有駐車場） 

当第１四半期累計期間においては１件13車室を取得し、12月末現在において100件3,565車室が稼働しておりま

す。売上高は357百万円となりました。 

（その他売上） 

その他売上に関しては、不動産賃貸収入、自動販売機関連売上及び駐輪場売上により、売上高は56百万円となり

ました。 

  

ご参考としまして、当第１四半期累計期間と前第１四半期連結累計期間の比較情報を以下に記載いたします。 

 
  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 
第１四半期累計期間

（自 平成23年10月１日
 至 平成23年12月31日）

前年同期間
（自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日）

前事業年度
（自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日）

駐車場形態 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

賃借駐車場 1,526 1,395 5,488

保有駐車場 357 344 1,348

その他売上 56 47 195

合計 1,940 1,788 7,032
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(2) 財政状態の分析 

当第１四半期会計期間末における総資産は18,416百万円となり、前事業年度末から92百万円増加しました。これ

は主にリース資産の増加（94百万円）によるものです。 

当第１四半期会計期間末における負債の部は12,532百万円となり、前事業年度末に比べ22百万円減少いたしまし

た。これは主に長期借入金の減少（217百万円）及びリース債務の増加（72百万円）によるものであります。 

当第１四半期会計期間末における純資産の部は5,883百万円となり、前事業年度末に比べ115百万円増加いたしま

した。これは主に利益剰余金の増加（135百万円）によるものであります。この結果、自己資本比率は、前事業年度

末の31.3％から31.7％となりました。 

（注）前期との比較については単体の事業年度末と比較しております。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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（注）「提出日現在発行数」には、平成24年２月１日以降四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れたものは含まれておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 
  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 135,000

計 135,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 47,532 47,532
東京証券取引所
（マザーズ）

単元株制度を採用
しておりません。

計 47,532 47,532 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
（株）

発行済株式
総数残高 
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金 
増減額 

（百万円）

資本準備金
残高 

（百万円）

平成23年10月１日～ 
平成23年12月31日

― 47,532 ― 1,576 ― 1,606

(6) 【大株主の状況】
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(注)  当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成23年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

  

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  2,075 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 45,457 45,457 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 47,532 ― ―

総株主の議決権 ― 45,457 ―

② 【自己株式等】

平成23年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

パラカ株式会社 東京都港区麻布台１－11－９ 2,075 ― 2,075 4.37

計 ― 2,075 ― 2,075 4.37

２ 【役員の状況】
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当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

当社の四半期財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりました

が、当第１四半期会計期間及び当第１四半期累計期間より百万円単位で記載することに変更いたしまし

た。 

当社は、平成23年２月１日付で連結子会社であった有限会社神谷町パークを吸収合併したことにより連

結財務諸表非作成会社となり、前第１四半期累計期間の四半期財務諸表は作成しておりませんので記載し

ておりません。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成23年10月１日か

ら平成23年12月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)に係る

四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１ 【四半期財務諸表】
(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,670 1,687

売掛金 55 54

前払費用 340 350

その他 34 35

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 2,099 2,126

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 727 798

土地 13,612 13,658

リース資産（純額） 885 979

その他（純額） 496 380

有形固定資産合計 15,722 15,816

無形固定資産 63 59

投資その他の資産 439 414

固定資産合計 16,224 16,289

資産合計 18,323 18,416

負債の部

流動負債

買掛金 76 103

1年内償還予定の社債 40 40

短期借入金 － 184

1年内返済予定の長期借入金 984 955

未払法人税等 163 151

賞与引当金 24 13

その他 448 409

流動負債合計 1,736 1,858

固定負債

社債 410 400

長期借入金 9,131 8,913

リース債務 715 787

その他 562 572

固定負債合計 10,818 10,674

負債合計 12,555 12,532

純資産の部

株主資本

資本金 1,576 1,576

資本剰余金 1,606 1,606

利益剰余金 2,886 3,021

自己株式 △100 △100

株主資本合計 5,968 6,104

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 0 △2

繰延ヘッジ損益 △234 △258

評価・換算差額等合計 △234 △260

新株予約権 33 40

純資産合計 5,768 5,883

負債純資産合計 18,323 18,416
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：百万円)

当第１四半期累計期間
(自 平成23年10月１日
至 平成23年12月31日)

売上高 1,940

売上原価 1,302

売上総利益 637

販売費及び一般管理費 217

営業利益 420

営業外収益

受取配当金 0

受取保険金 0

その他 0

営業外収益合計 0

営業外費用

支払利息 71

その他 1

営業外費用合計 73

経常利益 347

特別利益

固定資産売却益 0

特別利益合計 0

特別損失

固定資産除却損 6

特別損失合計 6

税引前四半期純利益 340

法人税等 151

四半期純利益 189
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当第１四半期累計期間（自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

【継続企業の前提に関する事項】

【会計方針の変更等】

当第１四半期累計期間
（自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日）

(１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用)

当第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６

月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年

６月30日公表分）を適用しております。

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・

オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正

な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期累計期間 

（自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日）

税金費用の計算

税金費用の計算については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用してお

ります。

【追加情報】

当第１四半期累計期間
(自  平成23年10月１日  至  平成23年12月31日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。
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当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

 
  

当第１四半期累計期間(自  平成23年10月１日  至  平成23年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第１四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前事業年度末と比較して著しい変動がありません。  

  

当第１四半期累計期間（自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日） 

当社の事業は、駐車場の開拓及び運営管理に関連する事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。 

  

【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間
（自 平成23年10月１日
至 平成23年12月31日）

減価償却費 80百万円

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年12月16日 
定時株主総会

普通株式 54 1,200 平成23年９月30日 平成23年12月19日 利益剰余金

(セグメント情報等)

【セグメント情報】
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

当第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30

日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日

公表分）を適用しております。 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額

のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

項目
当第１四半期累計期間

(自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 4,175円38銭

    (算定上の基礎)

    四半期純利益(百万円) 189

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 189

    普通株式の期中平均株式数(株) 45,457

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 4,163円41銭

    (算定上の基礎)

    四半期純利益調整額(百万円) ―

    普通株式増加数(株) 130.67

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

―

（会計方針の変更）

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成24年２月10日

 パ ラ カ 株 式 会 社 

  取 締 役 会  御 中 

  
 

  
 

   

   

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパ
ラカ株式会社の平成23年10月１日から平成24年９月30日までの第16期事業年度の第１四半期会計期間（平成
23年10月１日から平成23年12月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年10月１日から平成23年12月31
日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期
レビューを行った。 
  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半
期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、パラカ株式会社の平成23年12月31日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ
ての重要な点において認められなかった。 
  
 利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  山  田  良  治  印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  安  斎  裕  二  印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  廿  楽  真  明  印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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